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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ヒータを製造する方法であって、
　誘電層と、第１の両面接着誘電層と、導電層とを有する積層体を形成することと、
　前記導電層に回路パターンを形成することと、
　前記回路パターンを第２の両面接着誘電層により被覆することと、
　前記第２の両面接着誘電層を犠牲層により被覆することと、
　前記誘電層と、前記第１の両面接着誘電層と、前記導電層と、前記第２の両面接着誘電
層とを含む前記ヒータをプレス作業によって形成することと、
　前記プレス作業の後、前記犠牲層を除去することと、
　を含むことを特徴とする方法。
【請求項２】
　前記犠牲層が銅材であることを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記導電層がニッケル合金材料により形成されていることを特徴とする請求項１に記載
の方法。
【請求項４】
　前記両面接着誘電層がポリイミド材料により形成されていることを特徴とする請求項１
に記載の方法。
【請求項５】
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　前記各導電層および前記各誘電層はそれぞれ０．０２５ｍｍから０．０５０ｍｍの間の
厚さを有することを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　前記回路パターンがエッチング処理により形成されることを特徴とする請求項１に記載
の方法。
【請求項７】
　ヒータを製造する方法であって、
　第１の両面接着誘電層と、前記第１の両面接着誘電層の一方の面上の第１の犠牲層と、
前記第１の両面接着誘電層の他方の面上の導電層とを有する積層体を形成することと、
　前記導電層に回路パターンを形成することと、
　前記回路パターンを第２の両面接着誘電層により被覆することと、
　前記第２の両面接着誘電層を第２の犠牲層により被覆することと、
　前記第１の両面接着誘電層と、前記導電層と、前記第２の両面接着誘電層とを含む前記
ヒータをプレス作業によって形成することと、
　前記プレス作業の後、前記第１及び第２の犠牲層のうちの少なくとも一つを除去するこ
とと、
　を含むことを特徴とする方法。
【請求項８】
　前記犠牲層が銅材であることを特徴とする請求項７に記載の方法。
【請求項９】
　前記第１及び第２の両面接着誘電層がポリイミド材料により形成されていることを特徴
とする請求項７に記載の方法。
【請求項１０】
　前記導電層がニッケル合金材料により形成されていることを特徴とする請求項７に記載
の方法。
【請求項１１】
　前記各導電層および前記各両面接着誘電層はそれぞれ０．０２５ｍｍから０．０５０ｍ
ｍの間の厚さを有することを特徴とする請求項７に記載の方法。
【請求項１２】
　前記回路パターンがエッチング処理により形成されることを特徴とする請求項７に記載
の方法。
【請求項１３】
　ヒータを製造する方法であって、
　第１の両面接着誘電層と、前記第１の両面接着誘電層の一方の面上の第１の犠牲層と、
前記第１の両面接着誘電層の他方の面上の導電層とを有する積層体を形成することと、
　前記導電層に回路パターンを形成することと、
　前記回路パターンを第２の両面接着誘電層により被覆することと、
　前記第２の両面接着誘電層を誘電層により被覆することと、
　前記第１の犠牲層と、前記第１の両面接着誘電層と、前記導電層と、前記第２の両面接
着誘電層と、前記誘電層とを含む前記ヒータをプレス作業によって形成することと、
　前記プレス作業の後、前記第１の犠牲層を除去することと、
　を含むことを特徴とする方法。
【請求項１４】
　前記第１の犠牲層が銅材であることを特徴とする請求項１３に記載の方法。
【請求項１５】
　前記第１及び第２の両面接着誘電層がポリイミド材料により形成されていることを特徴
とする請求項１３に記載の方法。
【請求項１６】
　前記導電層がニッケル合金材料により形成されていることを特徴とする請求項１３に記
載の方法。
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【請求項１７】
　前記各導電層および前記各誘電層はそれぞれ０．０２５ｍｍから０．０５０ｍｍの間の
厚さを有することを特徴とする請求項１３に記載の方法。
【請求項１８】
　前記回路パターンがエッチング処理により形成されることを特徴とする請求項１３に記
載の方法。
【請求項１９】
　ヒータを製造する方法であって、
　両面接着誘電層と、前記両面接着誘電層の一方の面上の電荷輸送層と、前記両面接着誘
電層の他方の面上の導電層とを有する積層体を形成することと、
　前記導電層に回路パターンを形成することと、
　前記両面接着誘電層と前記電荷輸送層を前記回路パターンの間の空間に嵌め込むプレス
作業を行うことと、
　前記プレス作業の後、前記電荷輸送層を除去することと、
　前記積層体を隣接する構成要素に接合することと、
　を含むことを特徴とする方法。
【請求項２０】
　前記積層体を前記隣接する構成要素に接合する前に、前記電荷輸送層を除去することを
更に含むことを特徴とする請求項１９に記載の方法。
【請求項２１】
　前記積層体を前記隣接する構成要素に接合する前に、前記両面接着誘電層および前記電
荷輸送層は前記回路パターンの間の空間に嵌め込まれていることを特徴とする請求項１９
に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
（関連出願の相互参照）
　本願は、２０１１年８月３０日に出願された米国仮特許出願第６１／５２８，９３９号
および２０１２年４月１９日に出願された米国仮特許出願第６１／６３５，３１０号の利
益を主張するものであり、参照によりその全内容が本明細書に組み込まれる。本願はまた
、本願と同時に出願され、本明細書と同一の出願人による、「Ｓｙｓｔｅｍ　ａｎｄ　Ｍ
ｅｔｈｏｄ　ｆｏｒ　Ｃｏｎｔｒｏｌｌｉｎｇ　ａ　Ｔｈｅｒｍａｌ　Ａｒｒａｙ」と題
しその全内容が参照により本明細書に組み込まれる同時係属出願、および「Ｔｈｅｒｍａ
ｌ　Ａｒｒａｙ　Ｓｙｓｔｅｍ」と題しその全内容が参照により本明細書に組み込まれる
出願にも関連する。
【０００２】
　本開示はヒータシステムに関し、特に、半導体処理において用いられるチャックまたは
サセプタとしての用途において、熱損失および／または他の変動を補償するために、動作
中に正確な温度プロファイルを被加熱物に対して設定することが可能なヒータシステムに
関する。
【背景技術】
【０００３】
（背景）
　本項における説明は本開示に関連する背景に関する情報を提供するためのみのものであ
り、先行技術を構成するものではない。
【０００４】
　半導体処理技術において、例えば、処理中に基板（あるいはウェハ）を保持して基板に
対し均一な温度プロファイルを設定するために、チャックまたはサセプタが用いられる。
図１は静電チャック用支持アセンブリ１０を示す。支持アセンブリ１０は、電極１４を組
み込んで備える静電チャック１２と、通常シリコン接着剤である接着剤層１８により静電
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チャック１２に対し接合したヒータプレート１６とを含む。ヒータプレート１６にはヒー
タ２０が固定されている。ヒータ２０は、例えばエッチドフォイルヒータであってもよい
。このヒータアセンブリは、冷却板２２に対し、上記と同様に、通常はシリコン接着剤で
ある接着剤層２４により接合されている。基板２６は静電チャック１２上に配置されてお
り、また基板２６を適切な位置に保持する電極１４は、静電電力を生じるよう電圧源（図
示せず）に接続されている。無線周波数（Ｒａｄｉｏ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ：ＲＦ）電源
またはマイクロ波電源（図示せず）が、支持アセンブリ１０を囲むプラズマリアクタチャ
ンバ内において静電チャック１２と結合されていてもよい。このように、ヒータ２０は、
プラズマ強化膜形成またはエッチングを含む、チャンバ内で行う種々の半導体処理工程中
に基板２６の温度を維持するために必要な加熱を行う。
【０００５】
　基板２６に対する処理のあらゆる段階において、処理中にエッチングする基板２６の変
動を低減し総処理時間を短縮するためには、静電チャック１２に対する温度プロファイル
を厳密に制御することが重要である。数ある適用の中でも特に半導体処理技術において、
基板上の温度の均一性を向上する装置および方法の改良が現在も求められている。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
（概要）
　本開示の一形態において、ヒータを製造する方法が提供され、前記方法は、誘電層と、
第１の両面接着誘電層と、導電層とを有する積層体を形成することと、前記導電層に回路
パターンを形成することと、前記回路パターンを第２の両面接着誘電層により被覆するこ
とと、前記第２の両面接着誘電層を犠牲層により被覆することと、前記誘電層と、前記第
１の両面接着誘電層と、前記導電層と、前記第２の両面接着誘電層とを含むヒータを形成
することと、その後前記犠牲層を除去することとを含む。
【０００７】
 ヒータを製造する他の方法において、前記方法は、第１の両面接着誘電層と、前記両面
接着誘電層の一方の面上の第１の犠牲層と、前記両面接着誘電層の他方の面上の導電層と
を有する積層体を形成することと、前記導電層に回路パターンを形成することと、前記回
路パターンを第２の両面接着誘電層により被覆することと、前記両面接着誘電層を第２の
犠牲層により被覆することと、前記第１の両面接着誘電層と、前記導電層と、前記第２の
両面接着誘電層とを含む前記ヒータを形成することと、その後前記犠牲層のうちの少なく
とも一つを除去することとを含む。
【０００８】
　ヒータを製造する更に他の方法において、前記方法は、第１の両面接着誘電層と、前記
両面接着誘電層の一方の面上の第１の犠牲層と、前記両面接着誘電層の他方の面上の導電
層とを有する積層体を形成することと、前記導電材料に回路パターンを形成することと、
前記エッチングされた回路パターンを第２の両面接着誘電材料により被覆することと、前
記両面接着誘電層を誘電層により被覆することと、犠牲層と、前記第１の両面接着誘電層
と、前記導電層と、前記第２の両面接着誘電層と、前記誘電層とを含む前記ヒータを形成
することと、その後犠牲層を除去することとを含む。
【０００９】
　ヒータを製造する更に他の方法において、前記方法は、第１の両面接着誘電層と、前記
両面接着誘電層の一方の面上の電荷輸送層と、前記両面接着誘電層の他方の面上の導電層
とを有する積層体を形成することと、前記導電層に回路パターンを形成することと、前記
積層体を隣接する構成要素に接合することとを含む。
【００１０】
　本開示の更なる適用可能範囲は、本願の記載より明らかとなるであろう。本願における
説明および具体例は、例示のみのためのものであり、本開示の範囲を何ら限定するための
ものではないことが理解されるべきである。
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【図面の簡単な説明】
【００１１】
　本開示のより良い理解のために、以下の添付の図面を参照して、以下に本開示の種々の
形態の例を説明する。
【００１２】
【図１】先行技術における静電チャックの側面図である。
【００１３】
【図２】チューニング層を有しており、本開示の一形態の原理に基づき構成したヒータの
部分側面図である。
【００１４】
【図３】チューニング層またはチューニングヒータを有しており、本開示の原理に基づき
構成した図１のヒータの他の形態の分解側面図である。
【００１５】
【図４】例えばベースヒータが４個の領域を含みチューニングヒータが１８個の領域を含
む、本開示の原理に基づき構成した図３のヒータの分解斜視図である。
【００１６】
【図５】追加のチューニング層を有しており、本開示の原理に基づき構成した高精度ヒー
タシステムの他の形態の側面図である。
【００１７】
【図６】互いにオフセットさせた配置による、本開示の他の形態に係る交互に配置したチ
ューニング層の分解斜視図である。
【００１８】
【図７】本開示の一形態に係るヒータのチャックアセンブリの層に組み込まれる制御装置
の斜視図である。
【００１９】
【図８】従来技術に係る方法により製造されるヒータを示す断面図である。
【００２０】
【図９】本開示の一形態に係るヒータを製造する方法を示す断面図である。
【００２１】
【図１０】本開示の他の形態に係るヒータを製造する他の方法を示す断面図である。
【００２２】
【図１１】本開示の他の形態に係るヒータを製造する更に他の方法を示す断面図である。
【００２３】
【図１２】本開示の他の形態に係るヒータを製造する更に他の方法を示す断面図である。
【００２４】
【図１３】本開示の他の形態に基づき構成した複数の支持要素を示す斜視図である。
【００２５】
【図１４】本開示の教示に基づく支持要素を示す断面図である。
【００２６】
【図１５】本開示の教示に基づく支持要素の拡大平面図である。
【００２７】
【図１６】本開示の教示に基づき構成したヒートスプレッダを示す斜視図である。
【００２８】
　本願明細書に示す図面は例示のみのためのものであり、いかなる形においても本開示の
範囲を限定することを目的としていない。
【発明を実施するための形態】
【００２９】
（詳細な説明）
　以下の説明は、本質的に、単に説明のためのものであり、本開示、適用、または用途を
限定するものではない。例えば、本開示の以下に示す形態は、半導体処理における使用、
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および、場合により静電チャックに用いることを目的とする。しかしながら、本開示に記
載のヒータおよびシステムは半導体処理における適用に限らず、種々の適用に採用してよ
いことが理解されるべきである。
【００３０】
　図２に示すように、本開示の一形態はヒータ５０である。ヒータ５０は、ベースヒータ
層５２を含み、ベースヒータ層５２に少なくとも一つのヒータ回路５４が埋設されている
。ベースヒータ層５２は、ベースヒータ層５２を通して形成した、ヒータ回路５４を電源
（図示せず）に接続するための少なくとも一つの開口（またはビア）５６を有する。ベー
スヒータ層５２は主な加熱を行い、図に示すように、ヒータ層５２の近傍に設けたチュー
ニングヒータ層６０は、ヒータ５０による熱分配の微調整を行う。チューニング層６０は
、チューニング層６０に埋設した複数の個別の発熱体６２を含む。発熱体６２は個別に制
御できるようになっている。チューニング層６０には、複数の個別の発熱体６２を電源お
よびコントローラ（図示せず）に接続するための少なくとも一つの開口６４が形成されて
いる。更に、図に示すように、ベースヒータ層５２とチューニング層６０との間に内部キ
ャビティ６８を規定するルーティング層６６を配している。ヒータ層開口５６を通り延伸
する第１の電気リードセット７０は、ヒータ回路５４を電源に接続する。ベースヒータ層
５２の開口５５に加えルーティング層６６の内部キャビティ６８を通り延伸する第２の電
気リードセット７２は、複数の発熱体６２を電源に接続する。なお、ルーティング層６６
は省略可能で、ヒータ５０は上述構成に替えてルーティング層６６を含まない構成を採用
することができると理解すべきであり、この場合、ベースヒータ層５２およびチューニン
グヒータ層６０のみを含む。
【００３１】
　他の形態では、チューニング層６０は熱分配の微調整に用いずにチャック１２の温度を
測定するために用いてもよい。この形態では、温度依存性を有する抵抗回路に、複数の領
域特有あるいは固有の位置を設けている。これらの温度センサはそれぞれ多重化切替装置
を介し個別に読み取ることができ、例えば、以下により詳細に説明するように、各センサ
による測定に必要な信号線の数に比例するより多数のセンサを用いる形態とすることがで
きる。温度検出のフィードバックにより、制御における判断に必要な情報、例えば、裏側
の特定領域を冷却するガスの圧力を制御し基板２６からチャック１２へ流れる熱流束を規
制するために必要な情報を提供することができる。これと同様のフィードバックは、補助
冷却液熱交換器を介したベース加熱領域５４の温度あるいはバランスプレート冷却液の温
度（図示せず）の制御のための、ベースヒータ５０の近傍に設けた温度センサを置き換え
るため、あるいはその数を増やすために用いることもできる。
【００３２】
　一形態において、ベースヒータ層５０およびチューニングヒータ層６０は、密閉ヒータ
回路５４とチューニング層発熱体６２から、通常２５０℃未満の中温に加熱するためのポ
リイミド材料中に形成されている。更に、熱伝導率を高めるために、このポリイミド材料
に別の材料を添加してもよい。
【００３３】
　他の形態としては、ベースヒータ層５０および／またはチューニングヒータ層６０は、
材料を基板にあるいは特に厚膜、薄膜、熱スプレーまたはゾル－ゲル法に関する処理を用
いた他の層に塗布または積層することにより層を形成する層化プロセスにより形成される
。
【００３４】
　一形態において、ベースヒータ回路５４はインコネル（登録商標）により形成されてお
り、チューニング層発熱体６２はニッケル材料により形成されている。更に他の形態にお
いて、チューニング層発熱体６２は、素子がヒータおよび温度センサとして機能するよう
に、十分な抵抗温度係数を有する材料により形成される。このような制御は、一般に「二
線式制御」と呼ばれる。このようなヒータおよびそれらを形成する材料は、本明細書と同
一の譲受人による、その全内容が参照により本明細書に組み込まれる米国特許第７，１９
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６，２９５号および係属中の米国特許出願第１１／４７５，５３４号に開示されている。
　
【００３５】
　上記二線式制御により、本開示の種々の形態は、温度、電力、および／または熱インピ
ーダンスに基づき行う、層発熱体６２に対する制御を含む。具体的に、本制御は、熱イン
ピーダンスチューニング層６０の個別の素子のそれぞれに加える、掛け算と割り算により
第１にはこれらの素子のそれぞれから出力される熱流束に対し同一に対応し、第２には素
子温度に対する既知の関係に対応する、電力および抵抗に換算された電圧および／または
電流の既知の値あるいは測定値に基づく、温度、電力、および／または熱インピーダンス
に基づき行う、層発熱体６２に対する制御を含む。これらはともに、チャンバまたはチャ
ックの使用または保守、処理エラー、装置の劣化による物理的変化、およびこれらに限ら
ない原因に基づき生じる領域に特有の熱変化を、オペレータまたは制御システムが検出し
補償することができるように、各素子に対する熱インピーダンス負荷を算出および監視す
るために用いることができる。あるいは、熱インピーダンスチューニング層６０の個別に
制御される各発熱体に対し、半導体処理中に基板温度を制御するために、基板上の対応す
る領域において生じベースヒータ層５２へと流れる熱流束を後に調整あるいはゲート制御
するための、同一のまたは異なる所定の温度の目標抵抗値を設定することができる。
【００３６】
　一形態において、ベースヒータ５０は、例えば、シリコン接着剤、あるいは感圧接着剤
でもよい、を用いてチャック５１に接着される。したがって、均一または所望の温度プロ
ファイルがチャック５１に対し適用され、それにより基板（図示せず）に対しても均一ま
たは所望の温度プロファイルが適用されるように、ヒータ層５２が主要な加熱を行い、チ
ューニング層６０が加熱プロファイルの微調整または調整を行う。
【００３７】
　本開示の他の形態においては、歪み負荷が加えられた場合にチューニング層発熱体６２
の温度感度を向上させるために、チューニング層発熱体６２の熱膨張率（ＣＴＥ：Ｃｏｅ
ｆｆｉｃｉｅｎｔ　ｏｆ　Ｔｈｅｒｍａｌ　Ｅｘｐａｎｓｉｏｎ）をチューニング発熱層
基板６０のＣＴＥに適合させている。二線式制御のための適切な材料の多くは、温度と歪
みの両方に対する抵抗感度を含め、抵抗温度装置（Ｒｅｓｉｓｔｏｒ　Ｔｅｍｐｅｒａｔ
ｕｒｅ　Ｄｅｖｉｃｅｓ　（ＲＴＤｓ））と同様の特性を示す。チューニング層発熱体６
２のＣＴＥをチューニングヒータ層基板６０に適合させると、実際の発熱体に生じる歪み
が低減する。そして、歪みレベルは動作温度の上昇に伴い上昇する傾向があるため、ＣＴ
Ｅの適合化は、一層の要因となる。一形態において、チューニング層発熱体６２は約１５
ｐｐｍ／℃のＣＴＥを有する高純度のニッケル鉄合金であり、それを囲むポリイミド材料
は約１６ｐｐｍ／℃のＣＴＥを有する。この形態において、チューニングヒータ層６０を
他の層に接着する材料は、チューニングヒータ層６０をチャック１２の他の部材から物理
的に分離する弾性特性を示す。同等のＣＴＥを有する他の材料を用いても本開示の範囲を
逸脱しないことが理解されるべきである。
【００３８】
　ここで、図３～図５に、（図２を参照して概要を上述した）ベースヒータ層とチューニ
ング層との両方を備えるヒータの形態の一例を、参照番号８０を付して示す。ヒータ８０
はベースプレート（冷却板とも呼ぶ）８２を含み、一形態におけるベースプレート８２は
厚さ約１６ｍｍのアルミ板である。一形態において、ベースヒータ８４は、弾性接着層８
６を用いてベースプレート８２に固定される。弾性接着は、その全内容が参照により本明
細書に組み込まれる米国特許第６，０７３，５７７号に開示されるものでもよい。本開示
の一形態において、基板８８は、ベースヒータ８４上に設けられており、厚さ約１ｍｍの
アルミ材料である。基板８８は、必要な量だけ電力をベースヒータ８４から損失させるた
めの熱伝導率を有するように設計されている。ベースヒータ８４が比較的高い電力を有す
るので、必要な熱伝導率を備えていない場合、このベースヒータ８４は、隣接する構成要
素に「証拠」の印（抵抗性回路の痕跡から）を付与し、それによりヒータ系全体の効率を
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下げる。
【００３９】
　チューニングヒータ９０は、基板８８上に設けられ、上述のように弾性接着層９４を用
いてチャック９２に固着されている。一形態において、チャック９２は、約２．５ｍｍの
厚さを有する酸化アルミニウム材料である。本明細書に記載する材料および寸法は、単に
例示のためのものであり、本開示は、本明細書に記載の特定の形態に限らないものである
ことが理解されるべきである。また、チューニングヒータ９０は、ベースヒータ８４より
低い電力を有し、上述のように、基板８８は、チューニングヒータ９０に「証拠」の印が
付されないように電力をベースヒータ８４から損失させる機能を備える。
【００４０】
　図４はベースヒータ８４およびチューニングヒータ９０の更なる詳細を示し、図中、ベ
ースヒータ８４は、例えば４つの領域を有し、チューニングヒータ９０は、例えば１８の
領域を有する。一形態において、ヒータ８０は、寸法４５０ｍｍのチャックに用いるが、
熱分配を高度に調整する能力を有することから、これより寸法の大きいまたは小さいチャ
ックに用いてもよい。また、高精度ヒータ８０は、図に示すような積層／平面構成に替え
て、チャックの（水平面上の）周辺部（図４中に領域Ｐとして示す。）、あるいは図３に
チューニング層９０’として示す上下に平行な位置、またあるいはチャック上のもしくは
チャックに沿った個別の所定位置、またあるいは他の構成要素の周辺部もしくは構成要素
同士の組合せの周辺部に設けてもよい。また更に、高精度ヒータ８０は、半導体処理装置
内の他の構成要素の内、プロセスキット、チャンバ壁、チャンバ蓋、ガスライン、および
シャワーヘッドに設けてもよい。また、本明細書および図に示すヒータおよび制御システ
ムはいかなる数の装置に採用してもよく、そのため、ここに例示した半導体ヒータチャッ
ク装置は本開示の範囲を何ら限定しないと解釈されるべきことが理解されるべきである。
【００４１】
　本開示はまた、ベースヒータ８４およびチューニングヒータ９０を加熱機能に限定しな
いことを考慮している。なお、一つまたは複数のこれら部材はそれぞれ、以下、「ベース
機能層」および「チューニング層」とし、あるいは温度センサ層もしくは他の機能部材と
してもよく、この場合にも本開示の範囲を逸脱しないことが理解されるべきである。他の
機能として、例えば、特に冷却層、あるいは種々の電気的特性などのセンサ入力を受信す
る診断層を含んでいてもよい。
【００４２】
　図５に示すように、ヒータ８０に含まれる二次チューニング層ヒータ１２０をチャック
１２の上面に設けることにより、二重調整能力を付与してもよい。二次チューニング層は
、発熱層ではなく温度検出層として用いてもよく、この場合にも本開示の範囲を逸脱しな
い。したがって、採用するチューニング層ヒータの数は特に限られず、本開示に記載のも
のに限定されない。　
【００４３】
　他の形態では、ベース機能層は、上述のベースヒータ８４の構造とは異なり、複数の熱
電素子を含んでいてもよい。また、これらの熱電素子は領域内に設けてもよく、通常、基
板または冷却板８２上あるいはその近傍に設ける。　
【００４４】
　更に他の形態において、複数のチューニング層は「積層」構成としてもよく、あるいは
、垂直方向に配置してもよく、個別の抵抗のトレースが対向する層における隣接した抵抗
のトレースからオフセットした位置に配置され、これによりトレース間に存在する隙間を
埋めるように構成される。例えば、図６に示すように、第１のチューニング層１３０を第
２のチューニング層１４０からオフセットした位置に設け、チューニング層１４０のトレ
ース１４２を第１のチューニング層１３０のトレース１３４内の隙間１３２に隣接するよ
う（逆もまた同様）配置する。他の形態において、隣接層間の隙間を埋めるためあるいは
ホットスポットを抑制するために、「チェッカーボード」設計を用いてもよい。　
【００４５】
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　図７は閾値電圧スイッチング回路を示しており、一形態において、この閾値電圧スイッ
チング回路は、回路全体の電圧が閾値を超えた場合に電気を一方向に流す個別の固体装置
を備えており、またこのスイッチング回路は、ヒータチャック本体に組み込むあるいは取
り付けることによりパッケージの形で実装してもよいが、通常はベアダイの金型の構成部
品として組み込まれる。他の形態において、制御素子は、図示したように上記の接着層８
６に組み込まれている。制御素子がヒータのどの要素あるいはアセンブリにおいて組み込
まれていても本開示の範囲を逸脱しないことが理解されるべきである。本開示の一形態に
おいて、シングルパッケージシリコン制御素子上の閾値電圧スイッチング回路（Ａｐｐｌ
ｉｃａｔｉｏｎ－Ｓｐｅｃｉｆｉｃ　Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　Ｃｉｒｃｕｉｔ：ＡＳＩＣ
）は、あるいはチャックに組み込まれていても取り付けられていてもよい。構成要素のい
ずれかが動作中に停止した場合に冗長を行うために追加の制御デバイスを用いてもよい。
【００４６】
　一形態において、チューニング層３３０はヒータであり、一方、他の形態においては、
上記に詳述したように、チューニング層３３０は温度センサである。これらチューニング
層３３０およびベース部材３１０は、ヒータおよび温度センサのいずれとしても機能する
ために十分なＴＣＲ特性を有する材料により設計されていてよい。また、二次チューニン
グ層（図５参照）は構成要素３４０の上面に固定されており、また、ヒータおよび／また
は温度センサとして機能するいかなる数のチューニング層も採用してよく、任意の数とし
ても本開示の範囲を逸脱しないことが理解されるべきである。構成要素３４０の上面に二
次チューニング層が固定されている場合、ウェハが間接的に支持され、逆に、ウェハが構
成要素３４０の上面にある場合、直接的に支持される。
【００４７】
　装置３００はまた、多数の電源ラインに対応するため、図２に示すルーティング層６６
を備えていてもよい。全図面を参照し本願に記載する追加的特徴は、本開示の流体通路３
２０を有するベース部材３１０を備える本形態において採用してもよく、この場合にも本
開示の範囲を逸脱しない。
　ここで図８－ｘｘを参照して、本開示の他の形態は、例えば上記ベースヒータ８４とチ
ューニングヒータ９０のいずれでもよいヒータを製造する方法を含む。
　背景としては、図８を参照すると、例えばベースヒータ８４がポリイミドヒータである
場合、その構成として両面接着誘電層４００、回路パターンが形成される導電層４１０、
および他の両面接着誘電層４２０を含む。両面接着層４００および４２０は片面のみによ
る接着には用いることができないため、従来技術の方法においては、更に追加の誘電層（
接着剤を一切含まない）４３０を両面接着層４００および４２０上に配置し、最終製品と
してのヒータを形成する。しかしながら、これら追加の誘電層４３０は比較的低い熱伝導
率を有するため、チャック動作中に熱を伝導する際に熱「チョーク」として作用する。追
加の層として例えば加熱層および／またはセンサなどを層構造全体に追加した場合、この
熱チョークの作用が低減してしまう。
【００４８】
　図９～図１３に、本開示に係る方法を示す。この方法は通常、層積層体５００を含んで
おり、ここでは、チューニングヒータの製造に際し、従来例で用いている誘電層４３０が
犠牲層あるいは場合により電荷輸送層に置き換えられている。より具体的には、図９を参
照して、この方法は、第１の両面接着誘電層５０６を有する積層体５００と、両面接着誘
電層５０６の一方の面上の第１の犠牲層５０７と、両面接着誘電層５０６の他方の面上の
導電層５０９とを形成することを含む。次に、回路パターン５０８を、導電層５０９に対
して例えばエッチング処理を行うことにより形成し、次いでこの回路パターン５０８を第
２の両面接着誘電層５１０により被覆する。両面接着誘電層５１０は第２の犠牲層５１２
により被覆する。
【００４９】
　その後、例えばプレス加工によりヒータを形成し、このように形成したヒータ自体は第
１の両面接着誘電層５０６と、導電層５０８と、第２の両面接着誘電層５１０とを含む。
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ヒータの形成後、犠牲層５０７および５１２のうちの少なくとも一つは除去する。このよ
うに犠牲層５０７および５１２を用いることにより、従来例における誘電層の必要を解消
し、ヒータがより効率的な熱伝達を行うことを可能とした。
【００５０】
　この方法の他の変形例を図１０に示す。図１０において、この方法は誘電層５２２と、
第１の両面接着誘電層５２４と、導電層５２６とを有する積層体５２０を形成することを
含む。回路パターン５２８を導電層５２６に形成し、次いでこの回路パターン５２８を第
２の両面接着誘電層５３０により被覆する。この第２の両面接着誘電層５３０を犠牲層５
３２により被覆して、その後に例えばプレス作業を行いヒータを形成する。ヒータは、誘
電層５２２と、第１の両面接着誘電層５２４と、導電層５２６と、第２の両面接着誘電層
５３０とを含む。ヒータの形成後、犠牲層５３２を除去する。
【００５１】
　上記の方法の更に他の変形例を図１１に示す。図１１において、この方法は第１の両面
接着誘電層５４２と、両面接着誘電層５４２の一方の面上の第１の犠牲層５４４と、両面
接着誘電層５４２の他方の面上の導電層５４６とを有する積層体５４０を形成することを
含む。次に、回路パターン５４８を例えばエッチング処理を行うことにより導電層５４６
に形成し、この回路パターン５４８を第２の両面接着誘電媒質５５０により被覆する。次
いで両面接着誘電層５５０を誘電層５５２により被覆する。例えばプレス作業によりヒー
タを形成し、このように形成したヒータは犠牲層５４４と、第１の両面接着誘電層５４２
と、導電層５４６と、第２の両面接着誘電層５５０と、誘電層５５２とを含む。ヒータの
形成後、犠牲層５４４は除去する。
【００５２】
　本開示に係る方法の更に他の変形例を図１２に示す。図１２において、この方法は第１
の両面接着誘電層５６２と、両面接着誘電層５６２一方の面の電荷輸送層５６４と、両面
接着誘電層５６２の他方の面上の導電層５６６とを有する積層体５６０を形成することを
含む。回路パターン５６８を導電層５６６に形成した後、積層体５６０を、例えばチャッ
クなどの隣接する構成要素５７０に接合する。電荷輸送層５６４は積層体５６０を隣接す
る構成要素５７０に接合する前に除去してもよく、あるいは積層体５６０を隣接する構成
要素５７０に接合した後に電荷輸送層５６４を除去してもよい。また、より平坦な積層体
５６０を形成するためには、積層体５６０を隣接する構成要素５７０に接合する前に、両
面接着誘電層５６２および電荷輸送層５６４を変形させて回路パターン５６８の間の空間
「Ｓ」に対し嵌め込むことができる。
【００５３】
　本開示の一形態において、導電層５０８はインコネル（登録商標）材料であり、通常は
種々のニッケル合金のいずれかであってよい。本開示の一形態において、両面接着誘電層
５０６および５１０はポリイミド材料である。一形態において、各導電層５０８ならびに
誘電層５０６および５１０はそれぞれ、約０．０２５ｍｍから約０．０５０ｍｍの間の厚
さを有し、犠牲層５０２は約０．０１７ｍｍの厚さを有する。また、犠牲層５０７および
／または５１２を除去した後に、例えば軽石を用いて擦るなどによる清掃作業を行っても
よい。
【００５４】
　犠牲層は、本開示の一形態において銅であり、通常、エッチング処理により除去される
。他の形態では、犠牲層はアルミニウムでよく、ウェハ処理のために平面を形成するため
に、部分的に研磨してもよい。したがって、層の一部はヒータや積層構造に残り、完全に
は除去されない。また、犠牲層や電荷輸送層などの種々の層を完全に除去してもよく、あ
るいは、後の処理時にヒータに残っていてもよく、このような構成の場合も本開示の範囲
を逸脱しないことが理解されるべきである。
【００５５】
　ここで、図１３～図１５を参照して、本開示の他の形態においては、本形態ではプレス
加工である製造中に必要な平坦度を得るため、複数の指示要素６００をチューニングヒー
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タ層とブーストヒータ層との間に設ける。より具体的には、本開示の本形態において、支
持要素６００は、ヒータ回路を有する銅層６０２にエッチングされる。図１３に示すよう
に、銅層６０２のトレース間の間隔が比較的広くなっており、この広い間隔のために、積
層は平坦でないあるいは所望の平坦度を有していないものとなっている。平坦度を向上さ
せるため、支持要素６００を設けることにより付加構造を設けている。そして、図１５に
示すように、支持要素６００は「分割」構造を構成しており、すなわち、開口６１０を間
に有する二つの部分６０２および６０４から成る。これにより、接着剤６２０（図１４参
照）が各指示要素の間をより均一に流れるように構成している。
【００５６】
　図１６に、チューニングヒータ７００の他の形態を示す。図に示すように、個別の素子
７２０全体に対し均一な温度を得るために、各素子７２０の上部にヒートスプレッダ７１
０を設けている。このヒートスプレッダは、アルミニウムおよび銅ならびにパイロリティ
ックグラファイトシート（Ｐｙｒｏｌｙｔｉｃ　Ｇｒａｐｈｉｔｅ　Ｓｈｅｅｔ：ＰＧＳ
）を含むパイロリティックグラファイトを含むがこれらに限定しない種々の材料により構
成することができる。一形態において、ヒートスプレッダ７１０は、図に示すようにモノ
リシックであり、厚さが一定となるよう構成している。しかしながら、一体形成した溝あ
るいは熱ガイド部７３０を備える他の構成を採用してもよく、この場合にも本開示の範囲
を逸脱しないことが理解されるべきである。
【００５７】
　本願に記載のチューニング層およびヒータのそれぞれは制御システムにより制御されて
おり、そのような制御システムの種々の形態は、本願と同時に出願され、本明細書と同一
の譲受人による、「Ｓｙｓｔｅｍ　ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄ　ｆｏｒ　Ｃｏｎｔｒｏｌｌｉ
ｎｇ　Ａ　Ｔｈｅｒｍａｌ　Ａｒｒａｙ」と題した同時係属出願および「Ｔｈｅｒｍａｌ
　Ａｒｒａｙ　Ｓｙｓｔｅｍ」と題した出願において、その更なる詳細が記載されている
。通常、この制御システムは、チューニング層と接続した複数のセットの電源ラインと、
電源ラインとチューニング層とに電気的に接続した複数のアドレス可能制御素子とを備え
ており、この制御素子はチューニング層の領域に対し選択的制御を行う。この制御素子は
、例えば閾値電圧スイッチング回路でもよく、この閾値電圧スイッチング回路は半導体ス
イッチでもよい。この閾値電圧スイッチング回路はパッケージとして実装されてよく、例
えば特定用途ＩＣ（Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ　Ｓｐｅｃｉｆｉｃ　Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ
　Ｃｉｒｃｕｉｔ：ＡＳＩＣ）として実装してよい。更に、制御素子は、上述のように、
チャックなどの構成要素内に組み込まれていてもよい。これら制御システムおよび関連す
るアルゴリズムは、上述の同時係属出願においてその更なる詳細が図を参照して説明され
ているので、明確性のために本願には含めない。
【００５８】
　なお、本開示は、本願および添付の図面に実施例として記載した実施形態に限定されな
い。多種多様な変更を説明したが、当業者の知識にはその一部として更に多くの変更が含
まれる。これらの変更、更なる変更、および技術的均等物による一切の代替物は本願明細
書および図面に追加してよく、その場合にも本件特許出願における本開示の保護範囲を逸
脱するものではない。
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